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１．企画調査の構想  

 

（目標）大災害の中でも新たな命を授かって生まれてくる子がいることは、その親や

取り巻くコミュニティに大きな希望をもたらすとともに、災害は過酷な状況での妊娠、

出産、養育を強いることで、子や養育者に様々なレベルで大きなストレスをもたらし、

また、災害後の復旧、復興期の環境も考慮するべき影響を及ぼす。東日本大震災とい

う未曾有の大災害の最中や復旧中の妊娠、出産を経て生を受けた子とその養育者の心

身の健康と取り巻くコミュニティに災害が及ぼした影響を長期に渡って評価して個々

の健康やコミュニティ機能に影響を及ぼす諸要因を特定し、個々の健康増進と災害の

影響下でも健康増進の方向に働くレジリエンシーを有したコミュニティづくりを図る

ための体制づくりに繋げることを目標として研究を行った。 

（計画）本プロジェクト企画調査では、東日本大震災の影響を大きく受けた宮城県沿岸部

と比較対照の愛知県において、母子の個々のこころの健康の状態とレジリエンスのあり方、

母子間の愛着、家族内やコミュニティの母子へのサポートや信頼感、母子の健康に関する

災害後の体制や防災体制のあり方に関する情報を経時的に集積して分析し、災害が母子の

こころの健康や母子を取り巻くコミュニティに及ぼす影響、および、母子のこころの健康

やコミュニティ機能に影響を及ぼす諸要因を特定した。更に、本プロジェクトでは、大き

な自然災害を経て得られた知見を元に、今後の自然災害に備えて、安心・安全に子供を産

み、育てやすいコミュニティづくり、更にコミュニティを構成する母親、子どもひとりひ

とりが豊かにコミュニティと関わり、逞しく生き抜く力を身につけているコミュニティづ

くりに向けての検討を行った。 

（成果）宮城県と愛知県で東日本大震災の発災前後、発災後の産後うつ病の指標を同じス

ケールを用いて評価して比較検証を行い、非被災地である愛知県においても東日本大震災

後に抑うつ傾向が顕著に強まり、愛知県に比べると宮城県で顕著に産後うつ傾向が強まる

ことが示された。母親の抑うつ傾向は児への愛着の低下に繋がり、児への影響も大きいた

め、今後、実態の把握とサポートの準備を急ぐ必要がある。更に、母親だけでなく、父親

の精神面への影響が大きいことが示された。また、周産期医療機関とその従事者も少なか

らず被災を受け、健康面への影響が顕著に出ており、妊産婦、子とその養育者とともに周

産期医療機関従事者をもサポートするような体制づくりが必要と考えられた。東日本大震

災の発災前後に妊娠・出産を体験した母親は「相談場所・医療に関する情報」、「配給物

資の日時・場所に関する情報」、「入浴施設に関する情報」が特に不足したと感じており、

次の災害への備えとしてはこれらのサービスの確保が必要となる。また、これまでのとこ

ろ、「公園」、「母子支援センター」、「近所」、「家族」などが育児のサポートにつな

がる場となっており、これらを起点としたコミュニティ内で妊産婦や子とその養育者、取

り巻く者が互いに繋がる機能の充実と、これに代替する体制の準備も検討する必要がある。 
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２．企画調査の目標 

  

 大災害の中でも、新たな命を授かって生まれてくる子がいることは、その親や取り巻く

コミュニティに大きな希望をもたらすとともに、災害は過酷な状況での妊娠、出産、養育

を強いることで、子や養育者に様々なレベルで大きなストレスをもたらし、また、災害後

の復旧、復興期の環境も考慮するべき影響を及ぼす。東日本大震災という未曾有の大災害

の最中や復旧中の妊娠、出産を経て生を受けた子とその養育者の心身の健康と取り巻くコ

ミュニティに災害が及ぼした影響を長期に渡って評価して個々の健康やコミュニティ機能

に影響を及ぼす諸要因を特定し、個々の健康増進と災害の影響下でも健康増進の方向に働

くレジリエンシーを有したコミュニティづくりを図ることは重要な課題である。また、東

日本大震災を経て得られた知見やこれまでの大災害に関する記録を元に、今後起こりうる

様々な大災害に備えて、安心・安全に子供を産み、育てやすい体制づくり、コミュニティ

づくりを図る必要もある。 

 これらの課題を遂行するためには、被災地や被災を免れた対象地域において、子や子の

養育にあたる親、親族、近隣住民、保育所、行政機関、医療保健機関の職員などのコミュ

ニティメンバーを対象に、発災当時から現在に至るまでの期間の身体・心理・社会的諸要

因の情報を年余に渡り集積して、災害前後に新たな命を授かる子と養育者や取り巻く人々

を有効にサポートし、子を生み育てやすいコミュニティづくり、災害の影響下でも健康増

進の方向に働くレジリエンシーを有したコミュニティづくりに向けて、社会に実装可能な

対策の提言を行う必要がある。 

 本企画調査では、宮城県に東日本大震災の影響下での妊娠、出産、育児を体験した母親

や家族、また、その家族を支えた助産師、保健師らと、東日本大震災は免れたものの東南

海地震、東海地震に備える必要がある愛知県で同時期に妊娠、出産を体験した母親、家族、

助産師、保健師らを対象に問診票や面接で小規模なパイロット調査を行うことで、災害前

後の妊娠、出産、養育や災害に備える中で、何が支えや安心になり、何が不足、問題、不

安であったか、という課題や、災害前後の妊娠、出産、養育を支える体制づくりやレジリ

エンシーの高いコミュニティづくりに必要な要因を抽出する。また、これまでの他の災害

の記録から、災害前後の妊娠、出産、養育に関する課題や支援の取り組みの参考となる情

報を集積する。本企画調査の成果を元に、災害前後の妊娠、出産、養育を支える体制づく

りやレジリエンシーの高いコミュニティづくりのために実装可能なシステムを創出するた

めに、行うべき大規模調査研究のプロトコルを作成し提示する。 
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３．企画調査の実施体制  

 

Ａ．災害精神医学グループ（富田博秋） 

東北大学 災害科学国際研究所 災害精神医学分野 富田研究室 

実施項目：災害が新生児と養育者、及び、取り巻くコミュニティに及ぼす影響の検討 

概要：被災地で妊娠・出産・新生児の養育に直接・間接に関わった集団へのアンケート、 

面接調査を行い災害が新生児と養育者、及び、取り巻くコミュニティに及ぼす影響を検

討し、新たな命を取り巻くコミュニティのレジリエンシー向上に有用な情報を抽出する。 

 

Ｂ．情報アーカイブ研究グループ（今村文彦） 

東北大学 災害科学国際研究所 災害リスク研究部門 津波工学研究分野 

実施項目：災害の新たな命を取り巻く環境への影響に関する情報アーカイブと防災のあ

り方の検討 

概要：災害の新たな命を取り巻く環境への影響に関する情報をアーカイブし、新たな命 

を取り巻く環境を守るための防災のあり方を検討する。 

 

Ｃ．災害時助産システム研究グループ（佐藤喜根子） 

東北大学大学院 医学研究科・医学部 周産期看護分野 

実施項目：新たな命を取り巻く者を支える助産システムのあり方の検討 

概要：東日本大震災発災前後に妊娠・分娩を体験した母親、および、助産師等支援に当

たった者を対象とする調査を行い、新たな命を取り巻く者を支える助産システムのあり

方を検討する。 

 

Ｄ．妊産婦精神保健研究グループ（松岡洋夫） 

東北大学病院 精神科 

実施項目：新たな命を取り巻く者を支える精神医療保健システムのあり方の検討 

概要：医療機関・保健行政機関での災害後の産後の母親を中心とする養育者と支援者を 

対象とする調査などを通して新たな命を取り巻く者を支える精神医療保健システムのあ

り方を検討する。 

 

Ｅ．母子保健防災研究グループ（名古屋大学） 

名古屋大学大学院 医学系研究科  

実施項目：平常時における新たな命を取り巻くコミュニティと大災害への備えのあり方

の検討 

概要：東日本大震災被災は免れたが、東南海地震・東海地震などへの備えが必要な地域

で妊娠・出産・新生児の養育に関わる集団へのアンケート、面接調査を行い平常時の新

たな命を取り巻くコミュニティと大災害への備えの検討を行う。 
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４．実施内容及び成果  

４－１．実施内容及び成果 

（１）Ａ．災害精神医学グループ（富田博秋） 

 過去の災害や事故・事件に関した外傷体験について、関係した人々に与える精神的影響

が調査されてきた。中でも妊産婦は災害弱者に含まれ、身体的にも精神的にも多大なスト

レスに曝されることが、産科的予後（子宮内発達遅延・低出生体重児・早産等）や母体の

精神状態（特に心的外傷後ストレス症候群やうつ病の発症）に影響を与えているとする研

究がある。本研究では、平成23年3月11日発生の東日本大震災に関し、周産期という特異な

状態における被災の実態と、被災状況が母体の精神状態および育児に及ぼす影響、被災後

の生活への適応および外傷体験からの回復に対する、阻害因子／促進因子を抽出し、より

厚い支援を必要とする条件を検討し、当事者の声から、災害時の妊産婦におけるストレス

や支援についての要望を拾いだし、今後の母子支援の在り方の検討に反映させることを目

指した。 

 本研究の対象者は2010年3月11日（東日本大震災前後）から2011年9月11日（半年後）に

出産に至った、宮城県七ヶ浜町在住の母親およびその児で、2012年10月～2013年3月の七ヶ

浜町の1歳半健診で、アンケート調査の説明と協力依頼・同意書取得を行った。アンケート

内に、児または母の相談希望および聞き取り調査への協力を尋ねる質問項目があり、そこ

に希望／協力可とあった方に連絡をとり、後日聞き取り調査に赴いた。 

 アンケート配布者：32人、アンケート返送者：23人（回収率71.9%）で、聴き取り調査協

力者：10人（返送者の43.5%，実施予定1名含む）であった。母親の平均年齢は30.8歳（24-43

歳）で自宅の被害状況は、全壊5人，半壊2人，大きな損壊なし13人、避難の経過（震災直

後からの1週間の主な生活場所）は避難所2人，親族・知人の家宅12人，自宅5人であった。 

 妊娠・分娩経過の異常（切迫流早産，妊娠高血圧症候群，胎児異常等）：あり9人，なし

11人で、児の栄養方法は母乳のみ10人，混合10人，人工栄養のみ2人であった。 

 妊娠／育児に関して不足していたもの〈自由記載，複数回答〉として水（5人）、食糧（3

人）、灯油（1人）、ガソリン（3人）、情報・相談窓口（9人）、入浴場所（6人）、経済

支援（2人）、受診できる医療機関があげられた。必要な情報・相談窓口として物品の配布

場所，出産できる病院等の医療情報，出生届の出し方等があげられ、経済支援をあげた者

は経済的に厳しくても自宅被害が少ないと義援金を受けられなかったというものや、妊娠

・出産に関する補助が欲しかったとの意見がみられた。 

 妊娠／出産に関して支えになったこととしては、子供の存在（2人）、子供の笑顔、子供

の成長、子供を可愛いと思う気持ち、母子支援センターのサポート（2人）、保健師の訪問、

家族（10人）、地域〈近所，町内会，年長の児の学校関係者〉の人の協力、声がけ、妊婦

に対する気遣い（2人）、他地域の知人からの連絡、自宅が無事であったこと、出産が無事

済んだこと等があげられた。 
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 抑うつの評価尺度であるCES-Dの平均点数は10.04-10.83点（0-40/60点）でカットオフ16

点以上の者が3名（13%）であった。母親の愛着の評価尺度であるMIB-Jの平均点数は3.35点

（0-10/30点）で、9-10点の比較的高得点者はCES-Dも高い傾向にあった。 

 震災以降、精神的に最もつらかったこととして、「自分でもよく分からない。何も手に

つかなくなったり、妙に怒りっぽくなっていた。」、「妊婦であったため、自分は水汲み

や買い出しに行けなかった（家族に行ってもらうことになった）こと。」、「何かあって

もすぐに病院に行けないということ。」、「衛生面で不十分であったこと。」、「自宅は

全壊で帰れず、避難所から帰れる家に戻っていく人をみること。」などがあげられた。 

 災害時にこのようなものがあってほしいというものとしては「入浴施設：タオルで拭こ

うとしても、お湯もなかった。」、「小さい児らがいる場合、一般的な食糧だけではなく、

おやつのようなものがあると助かる。」、「物資の配布場所も大分後まで分からなかった。

いつどこで何が配られるかの情報が欲しい。」、「児のことで困ったときどこに聞けばよ

いかの情報が欲しい。」、「どの病院が開いているかを人伝てに聞くしかなかった。病院

の受け入れ情報をなるべく早くほしい（子供についてはここ、妊婦についてはここといっ

た感じで）。」、「若い人ならネットを利用するのが便利だと思うが、充電ができなかっ

たり、ネットを使いなれていない人もいるので、回覧板や地域の掲示板に情報を流してほ

しかった。」などの意見があげられた。 

 育児の支えになる人とのつながり・場所としては、「近所の人（いろいろ相談できる）」、

「母子支援センター（児のことで分からないことがある時に聞くことができる，同い年の

子と遊ばせることができる，ママ友ができる）」、「公園（現在なくなってしまって、遊

び場に困っている）」、「家族（近所に住んでいるので心強い，震災の時に意外なくらい

手伝ってくれた，夫や母が育児をサポートしてくれる）」などがあげられた。 

 以上を要約すると、震災時に必要性を感じたものについては「相談場所・医療に関する

情報」、「配給物資の日時・場所に関する情報」、「入浴施設に関する情報」が特に不足

しており、次の災害への備えとしてはこれらのサービスの確保が必要となる。これまでの

ところ、「公園」、「母子支援センター」、「近所」、「家族」などが育児のサポートに

つながる場となっており、これらの機能充実と、これに代替する体制の準備も検討する必

要がある。母親の抑うつ傾向は児への愛着の低下に繋がり、児への影響も大きいため、今

後、実態の把握とサポートの準備を急ぐ必要がある。 

また、当グループでは、新たな命と養育に携わる母親や周囲の人の繋がりづくり、サポ

ートには、医療・保健とNGOとの連携づくりが有用であると考え、関連するNGOと連絡を取

りながら活動の情報収集を行った。下記はその要約である。次年度以降、医療・保健とNGO

とが有機的に連携することで、新たな命と養育に携わる母親や周囲の人の繋がりを促進す

る体制の実装化に向けた取り組みに活用できると思われる。 
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表1 妊婦や母親を対象にしたＮＧＯなどの活動の情報収集/岩手県・宮城県・福島県 

No. 組織名 所在地 活動内容 

岩手県 

1 岩手県助産師による 

復興支援「まんまる」 

花巻市 助産師によるサロン活動（茶話会、赤ちゃん

の体重測定、母乳相談・子育て相談、ハンド

マッサージ、ママ同士の交流、妊娠・出産・

産後や女性のこころとからだの悩み相談、支

援物資の提供） 

2 ママ＆ベビーサロン 

大船渡・陸前高田 

「こそだてシップ」 

大船渡市、 

陸 前 高 田

市 

助産師による妊婦及び母子相談、赤ちゃんの

体重測定、母子関係の支援物資受け入れと配

布、行政保健指導継続例の報告、軽食の提供、

サロン・イベント開催（ハンドマッサージ、

お茶っこ、抱っこボランティア等） 

3 ママ＆ベビーサロン 

大船渡・陸前高田 

「巡回こそだてシッ

プ」 

大船渡市、 

陸 前 高 田

市 

助産師による地元の保健センターと連携し

た巡回訪問による母子支援 

（陸前高田市、大船渡市の全仮設を巡回済） 

4 母と子の虹の架け橋 

（ママハウス） 

釜石市 看護師、助産師、保育士、子育て経験者によ

る母子の心身ケア、居場所空間の提供等 

宮城県 

5 東北すくすくネットワ

ーク 

気仙沼市 助産師によるサロン活動、妊婦時の心構えや

安産に向けたアドバイス、授乳・離乳・断乳

のこと、育児に関すること、妊婦及び母子に

関する相談、イベント（ネイル、ハンドマッ

サージ、ベビーマッサージ）等 

6 おっぱい塾 気仙沼市 助産師によるサロン活動 

※サロン以外の活動は東北すくすくネット

ワークとして活動 

7 ベビースマイル石巻 石巻市 親子の震災ケア、ママの育児講座、サークル

活動等・親子の遊び場提供・提案、子育て世

代の社会参加、少子化対策、イベント・サロ

ン活動（親子ビクス、リトミック、ベビーマ

ッツサージ、ベビーサイン、震災ケア、ここ

ろのケア、アートセラピー等）、０歳児講座

や放射能セミナーなどの行政との協働イベ

ント等 

8 みやぎげんき助産師 

チーム MIJO 

仙台市 助産師による育児相談支援、訪問、サロン活

動（マタニティヨガ、妊婦ゴスペル、ベビー

マッサージ、母乳準備、体重測定等） 

9 母乳育児相談室 

まみーぱいぱい 

亘理町、 

山元町 

助産師による山元町全ての新生児訪問、育児

サロン（ベビーマッサージ、育児相談等） 

福島県 

10 福島県助産師会  

被災母子支援事業  

相馬市 助産師による子育てサロン、家庭訪問サービ

ス、母乳育児支援（乳房ケア）、お産後入院

サービス、助産師による母子訪問 
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11 ココネット・マム 郡山市 子育て経験者による子育て支援活動（学童保

育、託児、イベント、講座等）等 

12 あつまっぺＦＫＧ 新潟県 

長岡市 

助産師による福島県から避難してきた母子

の交流場、茶話会の開催、育児相談、情報提

供、お母さんへの心身の支援、サロン活動 

13 小山助産師 新潟県 

新潟市 

助産師による福島県からの母子避難者への

妊娠中の相談、産後訪問、育児訪問、母乳育

児相談、電話相談、赤ちゃんマッサージ 

 

 

（２）Ｂ．情報アーカイブ研究グループ（今村文彦） 

情報アーカイブ研究グループは、東日本大震災が、新たな命とその養育者、取り巻くコ

ミュニティへの影響に関する情報のアーカイブに寄与すると共に、防災の観点から本プロ

ジェクトをどう進めていくべきかの検討、提案を行った。 

災害精神医学チーム（富田・根本）との連携で東日本大震災の公的団体や民間団体への

影響と各団体の東日本大震災への取り組みに関する情報収集を行った。 

 

 

図1 公的団体の情報の収集・整理（添付資料１） 
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図2 民間団体に関する情報の収集・整理（添付資料２） 
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防災の観点から本プロジェクトをどう進めていくべきかについて下記の方針を取りまと

めた。 

①新たな命を取り巻く災害過程の体系化の遂行 

 災害過程の体系化、すなわち、災害発生から復旧や復興が完了するまでの間に、どのよ

うな人々にとって，どのような問題が，どのような順番で発生し、それらがどのように解

決されていくのかについて体系的に理解することは極めて重要である．そのためには、林

らが報告している被災時間軸，復興カレンダーの作成などが有用である。 

 「新たな命（災害前後に生まれた子ども）」を取り巻く災害過程に特化するような調査

・研究はこれまでにない．新たな命のレジリエンスを高める上で，関連する災害過程を体

系的に記述し，明らかにすることは極めて重要である。 

 他チームの調査結果、質的調査（災害エスノグラフィー調査）、量的調査（社会調査）

を組み上げることも有用なアプローチである。 

②新たな命の災害過程を支える対応資源の明確化・システム化 

 ①を明らかにした上で，新たな命のとりまく生活が復旧・復興する上で，必要になる資

源とその適切なタイミングを明らかにする必要がある． 

③現地調査とアーカイブの統合により、被災地で生まれた子供と、そうでない子供にいか

なる差を明らかにし、求められるサポートを提案していく必要がある。 

 

（３）Ｃ．災害時助産システム研究グループ（佐藤喜根子）及びＤ．妊産婦精神保健研究

グループ（松岡洋夫） 

 災害時助産システム研究グループ、妊産婦精神保健研究グループは共同で東日本大震災

が母親に与えた影響に関する聞き取り調査を行った。また、災害時助産システム研究グル

ープは、父親への影響、産科医療従事者に及ぼす影響を調査した。 

 

①宮城県下医療機関での被災前と被災時の褥婦の不安の比較 

 宮城県下の１産科医経機関において、震災前（2009年3月～6月と2010年3月～6月）と震

災時（2011年3月～6月）に産後5日目と産後１ヶ月健診時のEPDS（エジンバラ産後うつ病自

己評価票）を比較したところ、産後５日目では、震災によりEPDSが顕著に増加していたが、

産後１ヶ月健診時では有意差がなくなっていた。 
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図3 産後5日時のＥＰＤＳ平均値の比較 
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図4 産後1か月健診時のＥＰＤＳ平均値の比較 
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図5 産後5日目と産後1か月健診時のEPDS9点以上（うつハイリスク者）の割合 

 

②震災後の父親の実態調査 

 東日本大震災前後（2011/2/1～10/31）に宮城県内の医療機関で誕生した子どもの父親を

対象に、大震災10か月目に調査対象となった女性に調査用紙を同封し、夫（パートナー）

に記載・返送を依頼した。対象者(n=249：回収率29.1％)の基礎特性は下記の通りであった。

父親の心身の健康状態は、GHQ28において精神的問題のある者が46.2％おり、精神面に深刻

な問題を抱えながら生活をしていることが分かった。父親の精神健康状態は、震災による

津波被害、仕事の忙しさの変化、夫婦関係満足度との間に関連性が認められた。 

 

表2 対象者の基礎特性 
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表3 父親の生活状況とGHQ28得点 

  

 

③周産期医療従事者のストレス症状の実態について 

 宮城県内の周産期に関わる診療所・病院を対象に東日本大震災の影響に関してアンケー

ト調査を行い、32施設，総数503名から回答が得られた。周産期に関わる診療所・病院に従

事するものの中でも大規模半壊以上の家屋被害を被った者が６％、通勤に影響が出た者が

４７％（２週間以上影響が出た者３０％）、震災をきっかけに離職を考えた職員１０％、

抑うつの高リスク者が１４％、PTSDの高リスク者が２０％みられた。新たな命を支援する

立場にある者に大きな被災の影響が出て疲弊していることが伺われ、これらの職員を支援

する体制作りの重要性が示された。 

 

年齢

129 25.6

164 32.6

128 25.4

68 13.5

13 2.6

502 99.8

1 .2

503 100.0

20歳代

30歳代

40歳代

50歳代

60歳以上

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

自宅の被災状況

18 3.6

12 2.4

20 4.0

192 38.2

2 .4

3 .6

238 47.3

485 96.4

18 3.6

503 100.0

全壊（津波による流出含む）

大規模半壊

半壊

一部損壊

浸水

一部損壊，浸水

被害なし

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

 

表4 年齢 

図6 ＧＨＱ28でみた父親の精神健康状態 

表5 自宅の被災状況 
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震災により通勤方法を変更した方の通勤所要時間

61 12.1

65 12.9

31 6.2

18 3.6

9 1.8

7 1.4

191 38.0

312 62.0

503 100.0

30分未満

60分未満

90分未満

120分未満

150分未満

150分以上

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

性別

33 6.6

466 92.6

499 99.2

4 .8

503 100.0

男性

女性

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

震災直後の通勤方法の変更の有無

210 41.7

283 56.3

493 98.0

10 2.0

503 100.0

変更した

変更していない

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

 

職種

36 7.2

277 55.1

108 21.5

20 4.0

42 8.3

18 3.6

501 99.6

2 .4

503 100.0

医師

助産師

（准）看護師

看護助手

事務職

その他

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

 

勤続年数

71 14.1

66 13.1

105 20.9

80 15.9

50 9.9

61 12.1

31 6.2

36 7.2

500 99.4

3 .6

503 100.0

0～3年

4～6年

７～10年

11～15年

16～20年

21～25年

26～30年

31年以上

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

震災により通勤方法を変更した方が，　　　　　　
　　　　　通常の通勤方法に戻った時期

13 2.6

33 6.6

22 4.4

47 9.3

101 20.1

216 42.9

287 57.1

503 100.0

3日後

1週間後

10日後

2週間後

3週目以降

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

 

現在，転職・離職を考えているか

38 7.6

458 91.1

496 98.6

7 1.4

503 100.0

考えている

考えていない

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

震災をきっかけに離職を考えたことがあるか

54 10.7

436 86.7

490 97.4

13 2.6

503 100.0

有

無

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

 

抑うつリスク状態

425 84.5

71 14.1

496 98.6

7 1.4

503 100.0

低リスク

高リスク

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

 

ここ1週間の状態について，大うつ病の診断に

用いられる9項目のうち5項目以上に当てはま

る方を高リスク状態とした。 

 

表6 性別 
表7 震災直後の通勤方法の 

変更の有無 

表8 職種 表9 震災により通勤方法を変更し
た方の通勤所要時間 

表10 通勤年数 
表11 震災により通勤方法を変更した方が、

通常の通勤方法に戻った時期 

表12 現在、転職・離職を 
考えているか 

表13 震災をきっかけに離職を 
考えたことがあるか 

表14 抑うつリスク状態 
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PTSDリスク状態

396 78.7

100 19.9

496 98.6

7 1.4

503 100.0

低リスク

高リスク

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

 

PTSDと抑うつリスク状態の関連

372 74.0

24 4.8

53 10.5

47 9.3

496 98.6

7 1.4

503 100.0

どちらも低リスク

うつのみ高リスク

PTSDのみ高リスク

どちらも高リスク

合計

有効

ｼｽﾃﾑ欠損値欠損値

合計

度数 ﾊﾟｰｾﾝﾄ

74%

5%
11%

9%

1%
どちらも低リスク うつのみ高リスク PTSDのみ高リスク どちらも高リスク ｼｽﾃﾑ欠損値

 

図7 抑うつとPTSDの関連     

 
施設ごとの災害対策 

非常用発電機の有

無 

30施設中22施設(73%)が保有。そのうち、18施設

(82%)が震災時に使用。 

マニュアルの有無 
30施設中23施設(77%)が保持。そのうち、9施設

(39%)が震災時有用であったと回答。 

防災訓練の有無 
30施設中22施設(73%)が行っていた。そのうち、14

施設(64%)が震災時に生かされたと回答。 

 

 

（４）Ｅ．母子保健防災研究グループ（名古屋大学） 

 愛知県において震災前（2004年8月～2009年10月）と震災時の産後うつの状態の差を検討

した。震災前（2004年8月～2009年10月）全期間におけるEPDSに欠損の無い424名のEPDSの

経過によるグループ分類では、非抑うつ群71.9％、妊娠期一過性抑うつ群11.1%、産後抑う

つ群10.4％、持続抑うつ群6.6％であった。これに対して、東日本大震災発災時を含む期間

（2010年8月1日～2012年4月30日）におけるEPDSに欠損の無い127名のEPDSのEPDSの経過に

よるグループ分類では、非抑うつ群61.8％、妊娠期一過性抑うつ群10.8%、産後抑うつ群8.8

％、持続抑うつ群18.6％で、震災前と比べて持続性抑うつ群が顕著に高かった。ことに東

北大学の調査とも一致させて、東日本大震災発災前後８ヶ月間の期間（2011年2月1日～2011

年10月31日）におけるEPDSに欠損の無い36名のEPDSの経過によるグループ分類をみると、

非抑うつ群55.6％、妊娠期一過性抑うつ群11.1%、産後抑うつ群8.3％、持続抑うつ群25％

と更に持続性抑うつ群の比率が高かった。 

 

 同時期に産後うつ状態を呈する率を両県で比較すると宮城県では津波被災の影響を受け

IES-R改訂出来事インパクト尺度日本

語版22項目について，0，1，2，3，4

点の5段階の点数化で合計25点以上を

高リスク状態とした。 

 

表15 PTSDリスク状態 

表16 PTSDと抑うつリスク状態の関連 

表17 施設ごとの災害対策 
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た妊婦については28.7%、津波被災の影響を直接受けていない妊婦は18.1%で、愛知県の8.3%

より顕著に高いことが示された。 

 被災地の支援活動より、発達障害児とその母親の現状が見えてきた。目に見えない問題

であるため周囲の人から理解され難い。普段より正しい知識を普及していく必要がある。

母親自身に障害があると感情的な応答や相互作用が低下し、子どもの発達へ影響を及ぼし

愛着関係が変化する。時には虐待などにつながってしまう可能性がある。 

 今後、母親については、子供への愛着が発達に及ぼす影響について検討していく予定。

子供については、6か月後の対人応答性尺度（SRS）で広汎性発達障害の有無を確認し陽性

であれば電話面接・面接（行動観察、検査）を行う。 

 

 災害に備える非常時の母子支援対策活動として4つが挙げられる（「精神科における活動」、

「参加・小児科との連携」、「妊産婦への支援策」、「発達障害児とその親への支援策」）。

心理士が常駐し必ず関わる他、遺伝カウンセラーも関与している。また、今後心理教育の

マニュアルなども作成予定。啓発活動として、発達障害児に対して災害時に各個人ごとに

特性にあわせてサポートを行えるように、個人ごとに必要なサポートを記載したサポート

ノート作成している（非常食の中で食べられるものを特定する等）。災害時には、障害を

もつ人に普段関わる人が必ずしも関われるとは限らない。新しい人がすぐにサポートを行

えるよう普段から準備する必要がある。平常時における新たな命を取り巻くコミュニティ

のあり方については、愛知県が啓発活動のサポート（パンフレットの配布、講演会開催等）

を行うことになっている。また、東海地震がいずれ来るという意識を持ち続け備えるとい

う意識ももっている。震災時の妊産婦における精神的健康への影響調査（宮城/愛知の比較）

により、津波の被災をした妊産婦と、そうでない人と非被災地には下記のような差が見ら

れた。 

 

    図8 愛知県調査と東日本大震災後の宮城県沿岸部調査 



17 / 25 

 

４－２．目標と達成度 

 

（目標１）宮城県と愛知県で、同時期に、妊娠や出産を体験した母親、家族、助産師、

保健師らを対象に問診票や面接で小規模なパイロット調査を行うことで、災害前後の

妊娠、出産、養育や災害に備える中で、何が支えや安心になり、何が不足、問題、不

安であったか、という課題や、災害前後の妊娠、出産、養育を支える体制づくりやレ

ジリエンシーの高いコミュニティづくりに必要な要因を抽出する。 

→宮城県と愛知県で妊産婦、母親、父親、周産期医療機関およびその従事者を対象に

被災の状況、健康への影響を評価し、災害前後の妊娠、出産、養育や災害に備える

中で、何が支えや安心になり、何が不足、問題、不安であったかの情報の収集・抽

出を行い、本調査のスタディーデザインの確立に繋げるということで目標を達成で

きた。 

 

（目標２）新たな命とその養育者をサポートする支援体制のネットワークの実装化 

 →助産師と精神科医との連携で助産師でメンタルヘルスサポートを行う体制づくり

の検討を行ったほか、自治体の保健師・助産師との連携体制やNPOの連携体制を構

築し、今後、妊産婦や子とその養育者をサポートする体制づくりや、コミュニテ

ィづくりを行う準備を行い、一定の目標は達することができた。 

 

 

(目標３) 災害時に新たな命とその養育者のメンタルヘルス増進に長期的視野にたっ

て如何に取り組むかのプロトコル作り 

→平成２５年度から３年間、本調査として、下記のことを調査し、災害後の支援体

制の充実と次の災害への有効な備えの実装化を目指すスタディーデザインを策定

し、目的を達成した。 

（１）災害前後に妊娠・出産を体験した新生児が３歳前後から６歳前後まで成長す

るのに併せて、その未就学の子どもとその親、コミュニティとその支援体制への

図9 新たな命とその養育者をサポートする支援体制 
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災害がもたらしている影響とその防御因子を、災害時にさかのぼった情報の収集

と併せて、３年間の経年評価を行い、災害時や災害後どのような対策が必要で、

災害前にどのような準備を行うべきかという情報を抽出する。 

（２）災害から２年を経て、被災地の周産期医療保健を取り巻く環境や精神医療保

健の現状には厳しいものがあります。このような状況で妊娠・出産を体験した新

生児が生後、３歳前後まで成長するのに併せて、その未就学の子どもとその親、

コミュニティとその支援体制への災害がもたらしている影響とその防御因子を３

年間の経年評価を行い、災害後どのような対策が必要で、災害前にどのような準

備を行うべきかという情報を抽出する。 

（３）新たな命の災害過程を支える対応資源の明確化のため、妊婦や新生児とそ

の養育者を支援する団体の活動やその構成職員の状況を３年間に渡って調査し、

支援体制のあり方とその効果の評価を行い、災害前、災害時、災害後に各団体の

個々の活動や連携の有効なあり方について有益な情報を抽出し、システム化を図

る。 

（４）新たな命を取り巻く災害過程の体系化の遂行、すなわち、災害発生から復旧や復

興が完了するまでの間に、どのような人々にとって，どのような問題が，どのような順

番で発生し、それらがどのように解決されていくのかについて被災時間軸，復興カレン

ダーなどを用いて体系的に整理する。 

（５）他チームの調査結果、質的調査（災害エスノグラフィー調査）、量的調査（社会

調査）からの知見を統合し、有益な情報を抽出する。 

 

 

  

図10 震災が新たな命と取り巻くコミュニティに長期に渡って及ぼす影響 
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４－３．実施体制内での主なミーティング等 

 

東北大学学内連携 

 開催日 ：２０１３年１１月２９日（木）１０時００分～１１時００分 

 場  所：東北大学会議室 

 参加人数：４名 

 目  的：災害精神医学分野と周産期メンタルヘルスグループの連携会議 

 内  容：各グループの実施状況の共有、宮城県と愛知県での共通フォーマット調査に 

      ついての検討 

 

東北大学-名古屋大学連携会議 

 開催日 ：２０１３年１２月１日（土）１６時００分～１７時００分 

 場  所：AP品川会議室 

 参加人数：２名 

 目  的：東北大学と名古屋大学の連携会議 

 内  容：各グループの実施状況の共有、宮城県と愛知県での共通フォーマット調査に 

      ついての検討 

 

東北大学-名古屋大学連携会議 

 開催日 ：２０１３年１月２０日（日）１１時００分～１２時３０分 

 場  所：東北大学 東京分室会議室 

 参加人数：３名 

 目  的：東北大学と名古屋大学の連携会議 

 内  容：各グループの実施状況の共有、宮城県と愛知県での共通フォーマット調査に 

     ついての検討 

 

東北大学会議 

 開催日 ：２０１３年１月２１日（月）１４時００分～１５時００分 

 場  所：東北大学  

 参加人数：３名 

 目  的：東北大学会議室 

 内  容：各グループの実施状況の共有 

 

東北大学会議 
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 開催日 ：２０１３年１月２８日（月）１７時００分～１８時００分 

 場  所：東北大学  

 参加人数：４名 

 目  的：東北大学会議室 

 内  容：各グループの実施状況の共有 

 

東北大学会議 

 開催日 ：２０１３年２月５日（火）１７時００分～１８時００分 

 場  所：東北大学  

 参加人数：３名 

 目  的：東北大学会議室 

 内  容：各グループの実施状況の共有 

 

東北大学会議 

 開催日 ：２０１３年２月１２日（火）１７時００分～１８時００分 

 場  所：東北大学  

 参加人数：３名 

 目  的：東北大学会議室 

 内  容：各グループの実施状況の共有 

 

東北大学-名古屋大学連携会議 

 開催日 ：２０１３年２月１日（金）１３時００分～１４時４５分 

場  所：仙台国際センター小会議室３ 

参加人数：１０名 

目  的：グループ間の情報共有と今後についての検討 

内  容：各グループの実施状況の共有 

東北大学-名古屋大学連携会議 

 開催日  ：２０１３年２月２２日（金）１６時００分～１９時３０分 

場  所：東北大学 加齢医学研究所 プロジェクト総合研究棟 ４階会議室 

参加人数：８名 

目  的：今年度の進捗確認と来年度に向けての検討 

内  容：調査の全体概要、来年度以降実施予定の研究について、 

     各グループの情報共有、 
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５．成果の発信等 

５－１．学会発表等  

（国内学会8件、国内講演10件、国際学会・会議0件） 

 

（１）国内学会（8件） 

1. 佐藤喜根子、佐藤祥子、小山田信子.日本母性衛生学会「東日本大震災時に周産期医療に

関わっていた職員の被災状況と 1年後の心理状況, 福岡,2012.11.16 

2. 佐藤喜根子、佐藤祥子、小山田信子、菅原準一、岡村州博.日本母性衛生学会「東日本大

震災時にＭ県に居住していた周産期女性の被害状況と半年後の心身の健康状態. 福

岡.2012.11.16 

3. 熊谷佳代子、佐藤喜根子.日本母性衛生学会「岩手県における周産期医療指標と医療従事

者との関連の一考察」福岡.2012.11.16 

4. 佐藤祥子、佐藤喜根子、菅原準一、岡村州博、崔 佳苗実.日本母性衛生学会「東日本

大震災を経験した母親の不安―震災後 1年以内の体験から―」福岡.2012.11.16 

5. 佐藤翔輔，今村文彦，水野淳太，岡崎直観，乾健太郎：「被災者」ツィートに見る東

日本大震災発生 1週間の災害対応過程の分析，平成 24年度東北地域自然災害科学研究集

会，2012.12. 

6. 尾崎紀夫: 女性のこころと身体：産後うつ病を中心に. 第 70回日本心身医学会中部地

方会 シンポジウム「心身医学と脳科学」  2012 

7. 尾崎紀夫: 女性のこころと身体：産後うつ病を中心に 第 70 回日本心身医学会中部地

方会 シンポジウム「心身医学と脳科学」  2012 

8. 久保田智香, 小出隆義, 尾崎紀夫: エジンバラ産後うつ病自己評価票における因子構

造の検討：不安因子に着目して. 不安障害学会  2012 

 

（２）国内講演（10件） 

1. 富田博秋：震災はココロとカラダをどう変えた？ ～回復のためにできること～．第８

６回サイエンスカフェ．仙台,2012.11.30 

2. 富田博秋：災害ストレスの心身への影響．３・１１後の心と体～被災地のヘルスケア．

東北大学・読売新聞共同プロジェクト市民のためのサイエンス講座 2012．仙台

市,2012.12.20 

3. 富田博秋：災害後のメンタルヘルスについての留意点～被災地健康調査から見えてくる

もの～平成 24年度日本生涯教育講座・救急医療医師会研修会．仙台,2013.2.4 

4. 富田博秋：災害後の地域精神医療保健と精神医学～その課題と展望～第６回東北大学精

神科・拡大卒後研修会．仙台市,2013.2.16 

5. 富田博秋：災害後の地域精神医療保健と精神医学 ～その課題と展望～東日本大震災 2 

周年シンポジウム．復興の支援と日本の再生—災害科学国際研究所の役割と貢献．仙台
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市,2013.3.11 

6. 佐藤喜根子. 石巻市民フォーラム「東日本大震災がお母さん達に与えた影響－震災 10

か月目の状況から－」石巻 2013.2.9  

7. 佐藤翔輔：我が国における津波災害の記憶を巡る試み，国際シンポジウム「大規模災害

とコミュニティの再生」，第 3部：コミュニティにおける災害の記憶の継承，2012.11.17 

8. 菊地紗耶：「EPDS が高く希死念慮がありパーソナリティに特徴のある母親への支援」

 仙台市妊産婦・新生児家庭訪問事業 EPDS検討会[第 2回],仙台,2012.11.19 

9. 菊地紗耶：精神疾患を有する妊産婦事例への支援のポイント,H24 年度母子保健研修会

（大河原町,仙台,2012.12.10 

10. 菊地紗耶：「EPDS・Bonding が高値で、言動と行動が異なる母親の支援(宮城野区）」,

仙台市妊産婦・新生児家庭訪問事業 EPDS検討会[第 3回],仙台,2013.2.18 

 

（３）国際学会 （0件） 

 

５－２．その他 

（和文論文・著書4件、英文論文1件、報道14件） 

 

（１）和文論文・著書（4件） 

1. 富田博秋、鈴木大輔：災害による PTSDの疫学とリスクファクター．特集 災害ストレ

スと PTSD；災害医療の観点から．Pharma Medica 30 (12), 13-17, 2012 

2. 富田博秋、根本晴美：災害時の精神医療と精神保健．東日本大震災を分析する．明石

書店（印刷中） 

3. 富田博秋、根本晴美：災害時の精神医療保健に関わる対応．土木学会 東日本大震災調

査報告書（印刷中） 

4. 永村美奈，佐藤翔輔，柴山明寛，今村文彦：東日本大震災に関する記録・証言などの

収集活動の現状と課題，レコード・マネジメント，No.62（印刷中） 

 

（２）英文論文（１件） 

1. Hayakawa, N., T. Koide, T. Okada, S. Murase, B. Aleksic, K. Furumura, T. Shiino, 

Y. Nakamura, A. Tamaji, N. Ishikawa, H. Ohoka, H. Usui, N. Banno, T. Morita, S. 

Goto, A. Kanai, T. Masuda, and N. Ozaki, The postpartum depressive state in 

relation to perceived rearing: a prospective cohort study. PLoS One. 7(11), e50220 

(2012) 

 

（３）報道（14件） 

1. 2012.12.12, 震災が及ぼす心と体の影響／ＰＴＳＤ・悲嘆にケアを．読売新聞 KolNet
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（富田） 

2. 2012.12.21, 参加者の声心が回復するプロセスわかった．災害ストレスの心身への影

響．３・１１後の心と体～被災地のヘルスケア．東北大学・読売新聞共同プロジェクト市

民のためのサイエンス講座 2012．読売新聞（富田） 

3. 2013.3.9, こころのケア、長期の支援を．大震災２年インタビュー．（聞き手・中根

圭一）読売新聞（富田） 

4. 2013.3.11, 実践的な防災研究を 東北大災害研、仙台でシンポ．読売新聞 KolNet（富

田） 

5. 2013.3.12, 心のケア、支援続けて 震災２年、東北大で報告 宮城（福島慎吾）朝日

新聞 DIGITAL（富田） 

6. 2012.11.8，朝日新聞，震災１年後の写真１万３千枚 東北大、ウェブで公開(みちのく

震録伝) 

7. 2012.12.6，マイナビニュース，Google、東日本大震災の遺構デジタルアーカイブを公

開(災害科学国際研究所，みちのく震録伝) 

8. 2013.1.7，HH News＆Reports，震災からの復興を担う東北大学の取り組み(災害科学国

際研究所，みちのく震録伝，今村) 

9. 2013.1.12，河北新報，震災、復興記録後世に アーカイブシンポに１８０人(災害科学

国際研究所，今村，柴山) 

10. 2013.1.17，河北新報，河北新報震災アーカイブの暫定運用について(災害科学国際研究

所，みちのく震録伝) 

11. 2013.3.5，INTERNET Watch，国会図書館、「東日本大震災アーカイブ」を 3月 7日正式

公開(みちのく震録伝) 

12. 2013.3.7，カレントアウェアネス・ポータル，国立国会図書館東日本大震災アーカイブ

（ひなぎく）が正式公開(みちのく震録伝) 

13. 2013.3.7，BCN，総務省と国立国会図書館、東日本大震災のデジタルデータを一元的に

検索・活用できるポータルサイト(みちのく震録伝) 

14. 2013.3.7，Hazard lab，国会図書館「東日本大震災アーカイブ」 ７日正式公開(みち

のく震録伝) 
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６．企画調査実施者一覧 

 

氏名 

 

フリガナ 所属 
役職 

（身分） 

担当する研究開発 

実施項目 

研究代表者 

富田 博秋 

トミタ 

ヒロアキ 

東北大学 

災害科学国際研究所 
教授 研究統括・被災地調査 

根本 晴美 
ネモト 

ハルミ 

東北大学 

災害科学国際研究所 
技術補佐員 被災地調査 

佐藤 喜根子 
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災害科学国際研究所 
助教 生物学的要因の研究 

小野 千晶 
オノ 

チアキ 

東北大学 
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